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事 務 事 業 の 概 要

１ 概 況

(1) 沿 革

昭和 32. 4. 1 静岡県教育委員会事務局教育事務所設置規則の一部改正により、東部教育事務所

が設置された。機構は教職員課、指導課、庶務課の３課とした。

（所在地 沼津市平町１番地）

（所管区域 沼津市・熱海市・三島市・富士宮市・伊東市・富士市・吉原市・御殿場

市・賀茂郡・田方郡・駿東郡・富士郡）

昭和 32. 4. 1 静岡県教育委員会事務局教育事務所処務規程により、賀茂郡下田町に出張所を置く。

昭和 40. 4. 1 静岡県教育委員会事務局教育事務所処務規程の一部改正により、指導課が学校指

導課及び社会指導課の２課とされ、機構は４課となる。

昭和 42. 3.31 東部教育事務所賀茂出張所を廃止し、社会教育指導のため、指導主事１名を置き、

賀茂連絡所とした。

昭和 43. 3.31 賀茂連絡所を廃止する。

昭和 43. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の改正により、昭和32年４月１日静岡県教

育委員会事務局教育事務所設置規則廃止

昭和 43. 4. 1 事務所を三島市中田町12番９号に移転する。

昭和 44. 4. 1 庶務課を庶務係・経理係の２係制とした。

昭和 47. 4. 1 事務所を沼津市上土字第六天108-6 静岡県東部総合庁舎内に移転する。

昭和 51.11.17 住所表示の変更により、沼津市高島本町１番３号となる。

昭和 54. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の改正により教職員課と学校指導課を統合

し、義務教育課（指導担当・人事担当）とし、社会指導課を社会教育課に改め、機

構は、庶務課、義務教育課、社会教育課の３課となる。

昭和 56. 2. 東部総合庁舎本館より別館へ移転する。

昭和 57. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の一部改正により、義務教育課（指導担当

・人事担当）を廃止し、教職員課及び学校教育課を設け、機構は庶務課、教職員課、

学校教育課、社会教育課の４課となる。

昭和 60. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の一部改正により、庶務課を総務課に、庶

務係を総務係に改めた。

平成 18. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の一部改正により、社会教育課業務を本庁

に移管し、機構は総務課、教職員課、学校教育課の３課となる。

平成 19. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の一部改正により、所名が静東教育事務所

となる。

平成 20. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の一部改正により、富士川町が所管区域と

なる。

平成 21. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の全部改正により、機構は学校教育課を総合

教育センターに移管し、総務課、教職員課の２課となる。

平成 26. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の一部改正により、総合教育センターから機

能の一部移管があり、総務課、地域支援課の２課となる。

平成 29. 4. 1 静岡県教育委員会事務局内部組織規則の一部改正により、総務課に総務班を置く。
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総務班長 1人
主査 3人
主任 2人

人事監 1人
指導監 1人
参事 7人
教育主幹 2人
教育主査 9人
主査 1人
主任 1人

その他会計年度任用職員等

会計年度任用職員 7人

　※ 臨時的任用職員なし

( 組  織 ）

職　　　名 人　　数

計 7人

総務課 課　長（次長兼）

6人 総務班

所　長 副所長 次長

1人 1人 1人

地域支援課 課　長（副所長兼）

22人

計 31人

合　　計 38人
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(2) 運営方針

ア 基本理念

学校現場に最も近い、県教育委員会事務局の執行機関として、地域ぐるみ・社会総がかりで子

供を育てることを踏まえ、「急激に変化する時代を、たくましく、しなやかに、共に生き抜く児童

生徒の育成に資する教職員、学校、市町教育委員会の支えとなること」を基本理念とする。

イ 基本方針

(ア) 児童生徒の主体的な学びを支える魅力あふれる学校づくりに向けて、授業を中心に、教育

内容の質の向上を目指した改善・充実を支援する。

(イ) 経営資源を有効に活用した有機的な学校経営をねらいとして、学校内外の組織及び個人

の活用､行政機関としての予算や施策の執行も含め､経営機能の質の向上を目指した改

善・充実を支援する。

(3) 管内概況

市町別学校数 管内図

※ （ ）は分校、外数

市町名 小学校 中学校
義務教

育学校

沼津市 23 18

熱海市 7 4

三島市 14 7

富士宮市 21 13

伊東市 7 5

富士市 26 16

御殿場市 10(1) 6

下田市 7 1

裾野市 9 5

伊豆市 6 3 1

伊豆の国市 6 3

東伊豆町 2 2

河津町 1 1

南伊豆町 3 2

松崎町 1 1

西伊豆町 3 1

函南町 5 2

清水町 3 2

長泉町 3 2

小山町 5 3

計 162(1) 97 1
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小学校 中学校
義務教
育学校
小学校 中学校

義務教
育学校
小学校 中学校

義務教
育学校

就任年月日
任　　　期

1 沼 津 市 23 18 452 327 7,372 4,276
H31. 4. 1
R 7. 3.31

2 熱 海 市 7 4 82 50 779 469
H30. 4. 1
R 6. 3.31

3 三 島 市 14 7 305 169 5,180 2,785
R 5. 4. 1
R 6. 3.31

4 富 士 宮 市 21 13 380 253 6,273 3,391
H24. 4. 1
R 6. 7. 6

5 伊 東 市 7 5 128 94 2,154 1,265
H28. 9. 1
R 7. 8.31

6 富 士 市 26 16 682 412 12,247 6,371
H30.12.24
R 6.12.23

7 御 殿 場 市 10(1) 6 241 150 4,260 2,341
H31. 4. 1
R 7. 3.31

8 下 田 市 7 1 70 30 686 415
R 4. 7.21
R 6. 7.20

9 裾 野 市 9 5 164 103 2,583 1,374
R 4．2.18
R 6．3.31

10 伊 豆 市 6 3 1 77 45 19 863 522 107
R 5．7. 3
R 7．5.11

11 伊豆の国市 6 3 129 79 2,233 1,148
R 5．6.11
R 8．6.10

12 東 伊 豆 町 2 2 22 23 311 191
R 3．4．1
R 6．3.31

13 河 津 町 1 1 20 15 252 155
R 5．8．1
R 8．1.31

14 南 伊 豆 町 3 2 33 23 263 141
H29. 9.27
R5． 9.26

15 松 崎 町 1 1 11 12 165 94
R4. 12.19
R7. 12.18

16 西 伊 豆 町 3 1 29 12 148 108
H29. 4.28
R 8. 4.27

17 函 南 町 5 2 107 61 1,760 904
R 3. 6.25
R 6. 6.24

18 清 水 町 3 2 89 46 1,614 861
R 3. 4. 1
R 6. 9.30

19 長 泉 町 3 2 114 69 2,612 1,331
H29.11. 1
R 5.10.31

20 小 山 町 5 3 64 44 890 435
R 3. 4. 1
R 6. 3.31

162(1) 97 1 3,199 2,017 19 52,645 28,577 107

※１　学校数、教職員数、児童・生徒数は、令和５年５月１日現在

※２　（　）は、分校で外書き

(4)　市町教育委員会一覧                  　　　　         　

学校数 教職員数 児童・生徒数 教　育　長　                                                     　　　　         　　　　　　　　　　　    　

氏　　　 名

奥村　　　篤

新村　　茂昭

小塚　　英幸

池谷　　眞德

髙橋　　雄幸

森田　　嘉幸

勝亦　　重夫

山田　　貞己

風間　　忠純

鈴木　　洋一

菊地　　之利

横山　　尋司

鈴木　　弘光

佐野　　　薫

平馬　　誠二

鈴木　　秀輝

久保田　浩子

朝倉　　和也

石井　　宣明

合　　　計

※３　教育長欄は、令和５年７月31日現在

教育委員会名
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２ 課別の事業の目的、計画、実績（成果）及び評価・改善

(1) 総 務 課

静岡県教育委員会の教育行政の基本方針及び教育事務所運営方針を踏まえ、各関係機関等や所内

各課との連携により、教育行政事務の推進を図るとともに、各種訪問や共同学校事務室への支援を

し、円滑な学校運営、事務職員の資質向上及び事務処理の適正化・効率化に努めた。

ア 国庫補助金事務

要保護児童生徒援助費及び特別支援教育就学奨励費補助金事務について、市町教育委員会担

当者に対し研修会を開催し、支援・助言を行い、適正で効果的な執行がなされるよう努めた。

イ 国庫補助事業

国及び県の実施する事業について、市町教育委員会訪問を実施し、適正で効果的な事業となる

よう努めた。

(ｱ）スクールカウンセラー活用事業

(ｲ）スクールソーシャルワーカー活用事業

(ｳ）外国人児童生徒トータルサポート事業

ウ 調査統計事務

国及び県の実施する各種調査について、迅速かつ的確な事務処理を期するため、市町教育委員

会に対する支援・助言に努めた。（学校基本調査、教材費決算額調等）

エ 義務教育教職員給与費等の支払事務

教職員の給与及び旅費を適正かつ的確に支払うため、次の(ｱ) 及び(ｲ)の訪問を実施するととも

に共同学校事務室長等と連携し、共同学校事務室体制の円滑な運営に係る支援を行うことにより

関係法令等に基づく正確かつ効率的な事務処理に努めた。

(ｱ) 学校事務指導訪問等の実施

給与関係等事務の適正で円滑な事務処理を遂行する目的のほか、学校事務職員の果たすべき

役割を認識させ資質の向上を図るとともに、教育に携わる行政職員としての積極的な学校経営

への参画を推進するため、次表の訪問等を実施した。

令和５年度…分母：年間計画数、分子：令和５年７月31日現在数

区 分 令和4年度 令和５年度

学校事務指導訪問 16／16校 ９／15校

新規採用事務職員等研修会 ５／５回

各17人

３／５回

各22人

共同学校事務室長等会議 ２／２回 各33人 １／２回 各33人

新任統括室長校及び新任室長校訪問 ３／３人 ５／５人

事務職員教育事務所実務体験研修 14／14人 ４／12人

共同学校事務室調整担当等研修会 １／１回 86人 １／１回 20人

5



(ｲ) 共同学校事務室訪問の実施

県費負担の学校事務職員の多くは学校ごとに基本一人配置であるが、複数学校の事務職員で

複数の学校事務を行う「共同学校事務室」を各市町が導入した。共同学校事務室は、事務職員の

業務の効率化や人材育成に留まらず、教員と事務職員間の事務の役割分担の見直しや、事務職員

の学校経営への参画を促進するとともに、教員の多忙化を解消するための手段として有効な方策

と考えられる。

共同学校事務室は学校の組織とは別に市町教育委員会が設置し、各学校の事務職員を充てて構

成する組織である。こうした性質上、共同学校事務室は県の組織として位置付けられるものでは

ないが、今後ますます共同学校事務室をベースに事務職員の職務の多くが行われることが予測さ

れる。また、令和元年10月以降、校長から共同学校事務室長へ扶養手当等認定事務の決裁権限

（専決）が、ほぼ全地区において移行されていることから、共同学校事務室への定期的な訪問を

実施している。

給与･旅費等の経理事務の適正化のための助言、室が抱える運営上の課題及び業務内容の効率

化･平準化を進めるための材料を共有･協議することを目的に、設置校長との面談や他室からの訪

問同行者との情報交流も併せて行うこととし、令和４年度は４室を訪問した。

オ 小中学校事務職員の職務

静岡県教育委員会は、学校事務職員の役割や職務領域の方向性などを示した「市町立小中学校事

務職員の標準的職務一覧表」（平成23年３月一部改正）を令和２年１月に改正した。

この改正は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正（平成29年４月１日施行）に基づ

き共同学校事務室が各市町に設置され、学校内外における事務職員の役割が変容することや、学校

教育法の改正（平成29年４月１日施行）により事務職員の職務に関する規定が「事務に従事する」

から「事務をつかさどる」に変更され、学校全体の事務を経営的視点に立って総括することが必須

の職務となったことから、学校事務職員の職について改めて整理を行ったものである。これまで以

上に学校経営への参画に重点をおきながら、共同学校事務室における職務が追加された。

新たな標準的職務は、学校事務職員のキャリアの基本となる学校及び共同学校事務室における職

務を示したものであり、校内における職務の分担を整理しながら、学校組織における唯一の総務･

財務等に通ずる専門職としての役割を自覚して日頃の業務を自律的に取り組むことが求められてい

る。

カ 静岡県公立小･中･義務教育学校事務職員キャリアプラン（長期人材育成計画）の策定（令和２年

10月20日）

小中学校事務職員キャリアプランとは、事務職員が主体的なキャリア形成意識を持って能力開発

に取り組み、その能力を如何なく発揮でき、組織としてそれらをくみとり活かしていく仕組みであ

る「小中学校事務職員ＣＤＰ」と「それを実現するために関係機関が今後取り組んでいくべき環境

整備」を総称した「長期人材育成のための計画」である。

実現に向けて、人事意向調書に意向を反映できる項目を令和２年度新たに追加することにより派

遣交流先の拡大に取り組み、令和４年度から学校事務職員が職務に応じた職務能力を発揮するとと

もに、職務への能動的な姿勢を持久し、専門職としての自律を目指すため、キャリア開発研修を始

めた。

キ 学校事務再編のための研究指定校

静岡県教育委員会は、学校の働き方改革の一環として、学校事務の再編に向けた研究指定校の取組

を令和４年度から実施し、管内では熱海市立第一小学校を指定した。３年間かけて段階的に市町等へ

広め、学校事務職員の標準的職務を見直し、全県での実施を目指すこととしている。
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ク 評価と改善

(ｱ) 国庫補助金事務・国庫補助事業

各種国庫補助金事務については、各市町教育委員会にて適正に執行されているところであるが、

より適正な事務執行を支援するため、市町教育委員会に対し、「国庫補助金事務訪問」を実施して

いる。令和４年度は７市町の訪問を実施し、令和５年度は７市町の訪問を計画している。訪問の

重点項目として、適正な事務処理に加え積極的な補助金活用の推進を支援する。

(ｲ) 事務職員教育事務所実務体験研修

学校事務職員が、学校では経験しない業務を教育事務所での実務体験を行うことにより、「学校

事務職員キャリアプラン」における研修マネジメントの職場外研修として、自らの職に対する視

野を広げるとともに、学校及び共同学校事務室において、自主的に業務改善を提案し、環境変化

に伴う変革を試みる意識を高めることにより、組織の活性化を図っている。

(ｳ) 共同学校事務室

市町により学校数等環境の違いがあり、難しい面もあるが、室間の業務内容の平準化や共同学

校事務室における運営の質の向上を目指して取り組みつつ、市町教育委員会との連携を深めて当

該体制をさらに充実できるよう支援する。

具体的には、新任室長校訪問、共同学校事務室訪問及び共同学校事務室長等会議を実施、開催

することにより、各々の室の支援内容を把握し、情報交流の場、拠点づくりとして活用すること

により、学校の働き方改革推進業務を含めた学校運営支援等の共通課題解決への支援に当たって

いる。

なお、小中学校事務職員の業務が共同学校事務室において組織的に運営されることを踏まえ、

補職名及び職位を令和２年４月に見直し、小中学校事務職員から初めての管理職として「共同学

校事務室参事」（課長級）を設置、管内では１名を登用している。

参事は、教育事務所の「学校事務参事」を兼ね、教育事務所の所管業務の一部、共同学校事務

室との連絡調整並びに学校における業務円滑化の推進を行うとともに、共同学校事務室間の諸問

題の把握･解決支援等特命事項も担うことを職務とした。加えて、県教委と各共同学校事務室との

連絡調整を図るための「学校事務参事会議」（義務教育課主催）の構成員として所掌事務の一部や、

キャリア開発研修の検討も担当している。

(2) 地域支援課

令和５年度

子供にとって真に魅力ある学校をつくるためには、校長の学校経営を身近で支える市町教育委員

会が自立して、学校を指導・支援していくことが必要である。

地域支援課は、その使命を、①市町教育委員会の主体的な取組への支援、②人事と指導の一体的

な支援とし、義務教育課、総合教育センター等と連携を図りながら、授業を軸とした全教育活動を

通して、子供に「生きる力」が育まれるよう、学校、市町教育委員会を支援している。

【地域支援課 支援の重点】

組織経営の側面から

１ 機能的な組織づくりと人材育成

２ 危機管理の徹底と信頼の基盤づくり

３ 地域とともにある学校づくり

教育課程編成の側面から

４ 「未来への種まき」となる授業づくり

５ 命を守る教育の充実

６ 人権教育及び特別支援教育の充実
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また、小規模自治体における教育行政の充実と強化に向けた支援として、平成26年度から平成

28年度まで、賀茂地区５町へ１人ずつ指導主事を派遣してきた。下田市の指導主事を加えた１市５

町の指導主事連絡協議会をもとに、全国学力・学習状況調査の分析を生かした授業づくりの指導を、

学校訪問を通して指導することで、各校の授業改善や町主催の研修会の充実等において、大きな成

果をあげることができた。

平成29年度からは、５町の予算により３人の指導主事を設置することになり、県参事（指導）、

下田市指導主事との５人体制で、賀茂地区の教育を支援している。

【人事担当】

ア 機能的な組織づくりと人材育成

(ｱ) 市町教育委員会及び校長会との連携

ａ 市町教育委員会との連携を密にし、県教育委員会の施策の下、地域支援課の役割を踏まえて、

重点の浸透を図るとともに、市町教育委員会の主体的な取組に向けた助言、支援に努める。

ｂ 校長会との連携を密にし、「静岡県教育振興基本計画「『有徳の人』づくりアクションプラン」、

「令和５年度教育行政の基本方針」を踏まえた学校経営が進められるよう努める。

市町教育委員会及び校長会との連携及び支援

(ｲ) 人事行政の適正化による資質向上と組織の活性化

ａ 子供の「生きる力」を育み、信頼にこたえる教育の実現に向けて、教育活動の充実、教職員

の資質の向上、教育改革を推進する組織づくりを図った。

そのために、子供が主体的に学ぶ授業づくりを推進する教職員を意図的に配置し、110件(R4

は 94件)の異動を達成することができた。また、今後のICT活用を柱とした授業づくりに向け、

ICTの活用指導力をもつ人材を計画的に異動し50件(R4は 59件)達成した。一校在職年数の適

正化を基盤としながら（同一校７年以上の教諭数93人中、異動は50件）、意図的・計画的な広

域交流（管内40条転は19件）や校種間交流（60件）等を推進した。例年実施してきた「６市

３町人事交流担当者会」を、令和元年度より全市町が参加する「市町間人事交流促進会議」に

拡大し、経験や適性に応じた資質向上につながる交流・派遣の機会の積極的活用に努めた。

特別支援教育の推進、充実に向け、令和５年度の人事異動では、特別支援教育の核となる人

材の意図的配置と育成に向け23件異動を行うことができた。平成29年度からは、効果的な研

修交流人事体制の確立に向けた取組として、特別支援学校や附属小・中学校の訪問を実施し、

交流者の授業等の参観及び交流者に係る情報交換等を実施している。（９月中旬より訪問実施）

令和元年度末よりまん延している新型コロナウイルス感染症への対応では、養護教諭の資質

向上が不可欠であり、養護教諭を中心にした組織的な対応が学校に求められている。そこで、

保健管理、感染症対策を含む養護教諭の専門性の向上に向け、他地区や異校種等への異動を計

画的に行っており、12件の異動を行うことができた。

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

市町教育委員会教育長会 ７回 ７回 ７回 ７回

地域学校総括監会議 ５回 ４回 ４回 ４回

校長会 １回 ２回 ２回 ２回
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（a）管内40条転（他市町へ異動した教諭）

※主幹教諭、養護教諭、栄養教諭を除く

（b）令和５年度附属小・中学校、特別支援学校、高等学校との交流（教諭・事務・養教）

ｂ 管理職人事は、教育改革に対する確かな理念と熱意、確固たる倫理観を持ち、教育指導力に

加え、マネジメント能力を兼ね備え、組織をリードできる人材を積極的に登用するように努め

た。管理職全体の異動は校長が113件（44％）、教頭が112件（43％）である。

また、女性の管理職登用数は昨年度から５人増の127人となり、全体の割合では26％

を占めた。

女性管理職等

(ｳ) 研修、指導・助言等による教職員の資質の向上

学校訪問、教職員人事評価等により学校経営及び教職員組織の課題並びに個々の教職員の特性

等を把握し、人事管理の資料とするとともに、適正な指導、助言に努める。

各種研修会については、新型コロナウイルス感染防止対策を徹底しつつ、研修場所を変更した

り、オンラインに切り替えたりしながら、なるべく研修の目標が達成できるように努めて行って

いる。

新任校長研修については、総合教育センターでの宿泊研修が行えないことを受け、場所を変え

て行った。２日連続の日帰り研修となり、参加者への負担が大きくなってしまったが、教育課題

を的確に把握し、リーダーシップを発揮できる管理職育成という大きな目的をもった研修で、代

えがたい機会となった。

新任教頭研修は、会場を１カ所とし、安全を確保しつつ、研修の質を落とさずに実施すること

ができ、有意義な研修を運営することができた。

初任者研修や中堅研修、マネジメント研修等、それぞれの教職経験に応じた計画的・継続的な

研修についても、研修の質を落とさずに行えるよう、工夫しながら進めていく予定である。

欠員補充や代替等で多数任用されている任期付や臨時的任用の教諭についても、年間３回の研

修を計画し、各学校の授業力や生徒指導力の向上を図る予定である。

各学校の研修に継続的にかかわり授業力向上を支援するため、人事担当と指導担当による連携

を意図的・計画的に行っている。特に、人事管理訪問と指導担当が行う指導訪問は、その結果を

区 分 異 動 者 数

令和２年度 178人

令和３年度 151人

令和４年度 174人

令和５年度 188人

静大附属小中学校との交流 特別支援学校との交流 高校との交流

附属へ 現在交流者数 特支校へ 特支校から 高校へ 高校から

３人 12人 ４人 ４人 ５人 ４人

区 分 校 長 教 頭 計

令和元年度 54人／269人 55人／274人 109人／543人

令和２年度 53人／268人 58人／275人 111人／543人

令和３年度 51人／262人 67人／273人 118人／535人

令和４年度 58人／259人 69人／269人 127人／528人

令和５年度 57人／254人 75人／263人 132人／517人
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データベースによって共有化と視覚化を図るとともに、情報交換の場を設けることにより、各学

校の課題を把握した上で指導や見届けを行うよう努めている。

ａ 教職員の研修関係事業

※1 初任者研修は、校外研修（総合教育センター等での宿泊研修を含む）日数

※2 ６年次研修・中堅研修（法定研修）は、校外研修（総合教育センター等での宿泊研修を

含む）日数。平成30年度までは、５年経験者研修であった。

※3 令和２年度に「臨時的任用教育職員研修」から名称変更。

沼津市・富士市は、平成27年度から市独自で臨時的任用教職員研修実施

ｂ 学校管理指導関係事業

※4 令和元年度から定数管理調査を含む。

（ｴ）教職員人事評価制度による教職員の資質向上と組織の活性化

教職員人事評価制度により、教職員の資質・能力の向上と学校組織の活性化を図る。

面談と日々のかかわりにおいて客観的で効果的な指導・支援ができるよう、面談では一人一人

の持ち味を肯定的に受け止めながら、日常的に個に応じた指導・支援を継続することに努める。

教職員人事評価制度の理解を深めるため、校長、教頭ともに全員を対象としたリモートによる

説明会を実施した。

イ 危機管理の徹底と信頼の基盤づくり

令和元年度後半から令和５年度にかけて、静東教育事務所管内の小・中学校における教職員の不

祥事が多く発生している。

区 分
令和３年度 令和４年度 令和５年度

研修日数 対象人数 研修日数 対象人数 研修日数 対象人数

新 任 校 長 研 修 ２日 42人 ２日 45人 ２日 46人

新 任 教 頭 研 修 ２日 59人 ２日 53人 ２日 50人

初 任 者 研 修※１ 10日 177人 10日 150人 10日 139人

６ 年 次 研 修※２ ３日 161人 ３日 162人 ３日 162人

中 堅 研 修※２ ５日 157人 ５日 138人 ５日 171人

マネジメント研修 ９日 30人 ９日 28人 ９日 30人

新任主幹教諭研修 １日 17人 １日 18人 １日 15人

新任教務主任研修 １日 59人 １日 61人 １日 63人

初任者指導教員研修 １日（新任） 33人 １日 75人 １日 72人

任期付教員等研修 ※３ ３日 36人 ３日 31人 ３日 31人

区 分
令和３年度 令和４年度 令和５年度

校 数 日 数 校 数 日 数 校 数 日 数

新任校長校訪問
42校

16日 45校 25日 46校 23日

人 事 管 理 訪 問 268校 71日 265校 68日 260校 55日

学級編制実態調査※4 ８校 ４日 ８校 ４日 ８校 ４日

初任研指導訪問 10校 10日 ８校 ８日 ８校 ８日

学校事務指導訪問 16校 8日 16校 ９日 15校 ８日

計 344校 109日 342校 114日 337校 98日
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令和４年度には、４名が懲戒処分を受け、種別としては、交通事犯２件（前方不注意１件・酒気

帯び運転１件）、児童ポルノ製造１件、強要１件である。令和５年度は、交通事犯による禁固刑で１

名失職（８月時点）となっている。

この危機的状況を受けて、静東教育事務所では、以下の取組を実施している。

(ｱ) 事務所主催校長会や市町教育委員会を通じて、校長に対して次の点を指導している。

ａ 職員の良好な人間関係づくりに努め、情報交換が円滑に行われるよう環境を整備するととも

に、全職員が一体となって、業務と指導の透明化を図り、よりよい学校づくりを推進する。そ

のため、年度当初に全学校で不祥事根絶におけるグループワークを実施し、教職員一人一人の

意識の高揚を図った。

ｂ 教職員人事評価に係る面談を含め、不祥事根絶を期して教職員一人一人との面談を年２回以

上実施し、日ごろの実態を把握するとともに、個々の取組や努力を認めつつ、24時間教育公務

員であることの自覚と倫理観･使命感の高揚を図る。

ｃ 学校用研修資料「信頼にこたえる」（その後の追加資料を含む）や、「教職員のわいせつ行為

の根絶について（基本方針）」「リーフレット『不祥事根絶に向けて』」「ハラスメントの防止等

に関する指針」等を有効に活用したり、外部の意見を聞く会を実施したりして、不祥事根絶に

向けた校内研修を月毎に計画的に実施する。その際「懲戒処分の公表基準」を確認し、「わいせ

つ行為」や「酒酔い･酒気帯び運転」は、原則として懲戒免職であることなど、処分方針の厳し

さを示すとともに、「自らの言動が児童生徒の人権や成長、幸せにどのような影響を与えるのか」

また、「自分と家族の生活や将来はどうなるのか」等、自分事としてとらえ、考えさせるように

し、教職員一人一人の胸に落ちるものとなるよう工夫する。

ｄ 交通事故は誰にも起こりうるという研修を各学校において実施する。

ｅ わいせつ事案に関して、身近な事例を取り上げながら、教職員が自分事として考えたり互い

に話し合ったりする「チーム・コーチング」等の手法を取り入れた参加型の研修を行う。

(ｲ) 教育事務所が主催する会議及び研修会、各市町の管理職を対象とした研修会において、不祥事

根絶に向けての具体的な働きかけと信頼づくりについて指導している。

(ｳ) 懲戒処分については、各学校に内容を周知し、法令遵守と服務規律の厳正確保を強く求め、地

域･保護者の信頼を回復する指導の徹底を行っている。

また、不祥事に係る報道があった場合には、静東教育事務所管内のすべての教職員が、その内

容を把握し、我が身を振り返るための資料を、各市町教育委員会を通じて配布する。

(ｴ) 地域支援課の参事（人事担当）は、全ての学校を訪問し、全教職員に対して、同僚性の大切さ

と共に、確かな人権感覚をもち、子供をかけがえのない一人の人間として尊重する教育活動を展

開する中で、いじめや暴力等の人権を脅かす行為を許さない学校づくりについて、具体的な事例

をあげて訴えている。

(ｵ) 各学校においては、危機対応マニュアルの整備と教職員全体への周知、訓練による徹底等、防

災・防犯を含めた安全な環境づくりを進めている。それと同時に、児童生徒が自ら危険を予測し、

回避する力の育成を推進するよう、指導している。

(ｶ) 不祥事が発生した該当校においては、該当事案について、全教職員が「事案の要因」「どうすれ

ば防げたか」「再発防止に向けた取組」等の振り返りを実施する。

(ｷ) 令和５年度における取組

令和２年度に県内における不祥事の件数が、近年最も多くなったことを受け、校長会及び教頭会
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と協力し不祥事根絶に向けた取り組みを進めている。その一環として、令和３年度から「不祥事根

絶推進委員会」を年３回開催している。推進委員会では、各地区の校長会、教頭会における不祥事

根絶に向けた取り組みの情報共有や外部講師による講演等を計画している。各地区の代表校長、教

頭により構成されているので、推進委員会の内容を各小中学校に伝達することができると考えてい

る。

令和５年度は、昨年度に引き続き、不祥事の対応として、校長会と連携し、該当市町、該当校へ

の関わりを積極的に行い、不祥事後の学校がいち早く正常な学校運営に戻れるよう支援に努めた。

各地区の校長会、教頭会と連携し、研修会を通して、対応の様子や方法を管理職に伝え、事後対応

を現実的に想定することで、事前対策の充実を図るよう促している。

ウ 地域とともにある学校づくり

(ｱ) 管内全ての学校で、学校の経営方針をわかりやすく示したグランドデザインをホームページ上

で公開するとともに、年間の行事等での児童生徒の活動や活躍の様子等を掲載するなど、学校の

様子を地域・保護者に積極的に発信する。

また、ホームページのみでなく、学校便りの全戸配布や多様な形態での授業参観の実施等、地

域・保護者に対して、学校の情報を積極的に公開するなどして、信頼にこたえる特色ある学校づ

くりに努める。

(ｲ) 学校関係者評価や学校評議員制度等の活用により、地域の教育力をカリキュラムに取り入れ、

学校の特色を生かした学校経営に努める。

(ｳ) コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）を推進し、地域や保護者と学校教育目標等を

共有するとともに、地域・保護者の声を学校経営に生かしていくことで連携を強め、地域と一体

となって子供を育む体制を構築する。

【指導担当】

エ 単元で資質・能力を育む授業づくりの推進

・育成すべき資質・能力を明確にし、子供理解に基づく単元構想づくりを推進する。

・生涯学習及び子供中心主義の視点に立ち、教師用指導資料『令和版 自分ごと（自分の事）とし

て学ぶ子供』を基にした誰一人取り残さない授業づくりを推進する。

(ｱ) 指導訪問による学校への支援（８月末現在）

ａ 富士市、富士宮市、沼津市以外の市町立小・中・義務教育学校134校を訪問する。うち、11

校（主に小学校18学級以上、中学校12学級以上）は、２人の指導主事が訪問する。また、養

護教諭への指導を行うため、12校に対し養護教諭の指導主事が同行訪問する。

ｂ 訪問の形式

Ａ訪問…中心授業と公開授業 すべての指導案提出を求める。

Ｂ訪問…中心授業と公開授業 中心授業のみ指導案提出を求める。

ｃ 富士市及び富士宮市、沼津市の同行（訪問）を行う。

年 度 訪問形態
市教委訪問への同行

指導訪問
富士市 富士宮市 沼津市

令和４年度
１人訪問 ９校 ６校 11校 123校

２人訪問 18校

令和５年度
１人訪問 ９校 ８校 11校 122校

２人訪問 11校
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ｄ 指導訪問後に、各学校は訪問の効果を検証した「訪問振り返り」を提出する。

８月末現在（28校分）

Ａ…とてもそう思う、Ｂ…そう思う、Ｃ…ややそう思う、Ｄ…あまりそう思わない、

Ｅ…そう思わない、Ｆ…全くそう思わない

e 静東管内の幼稚園の指導訪問（８月末現在）

(ｲ) 各種研修会による教員の資質の向上

教頭、主幹教諭、教務主任等を対象の職種別の研修、初任者研修等の経年研修、スクールカウ

ンセラー、スクールソーシャルワーカー、外国人相談員等の専門的な人材を対象とした研修等を

実施する。

分掌業務や経験年数に応じて身に付けなければならない資質の向上を図るとともに、最新の教

育情報を提供し、参加者の理解を深める。

職種・分掌別研修で悉皆のものは、以下のとおりである。

＊１ 研修のねらいを考慮し、Web会議システムを活用した。「教育課題講習会」「キャリア教

育研修会」は、各学校をオンラインで結んで実施した。

(ｳ) 学校等支援研修による教職員のニーズへの対応

ａ 学校、市町教委や教育研究団体等が主催する研修会・協議会に、指導主事等を講師として派

遣し、研修を支援する。指導訪問では中心授業の教科が指定されるが、学校等支援研修は学校

として取り組みたい教科等の研修に貢献する。

ｂ 講師の派遣申請は市町教委を通して行うこととし、市町教委で対応できる内容については市

町教委で対応するよう勧め、市町の主体的取組を支援する。

振り返り項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ E F

自校(園)の校内研修の活性化につながった。 89% 11% 0% 0% 0% 0%

自校(園)の授業力向上に向けた教員個々の研修意欲が高まった。 79% 21% 0% 0% 0% 0%

指導主事の関わりが、授業力向上や校内研修の活性化につながった。 96% 3% 0% 0% 0% 0%

令和４年度 令和５年度

幼稚園指導訪問数 ９園 ７園

研修・講習・協議会等名 対 象 者 令和４年度 令和５年度

教育課題講習会 教頭 ５/６ ５/２

生徒指導研究協議会 生徒指導主事・主任 ５/18 ５/26

研修主任研修会 研修主任 ５/26 ５/25

道徳教育研修会 ＊１ 道徳教育推進者等 オンデマンド オンデマンド

小・中体育指導者講習会 希望者・一部悉皆 ８/５(中止) ８/４

キャリア教育研修会 キャリア教育担当者 ９/29 ９/28

教育課程研修会 教務主任・主幹教諭 10/27 ９/５

小学校外国語授業づくり研修 各小学校１名 年間５会場で実施 年間５会場で実施

新時代に対応した英語指導力向

上事業サポート研修（GRID)
希望者 オンライン
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ｃ 指導主事等の支援の資質向上を図るため、アンケートをとる。

（単位：件）

Ａ(適切だった)、Ｂ(おおむね適切だった)、Ｃ(あまり適切でなかった)、Ｄ(適切でなかった)

(ｴ) 小学校外国語授業づくり研修

外国語教育の推進に向けて、小学校における授業づくりに係る演習等を通して、外国語教育に

関する地区及び校内の推進教員としての自覚と指導力向上を目的とする。主な対象者を専科教員

（英語）及びＬＥＴＳ（小学校英語指導資格認定）教員とし、教科担任制や校内研修等の多様な

ニーズに応えるための指導力向上を図る。また、中学校英語科教員及び市町教育委員会指導主事

等も希望参加対象とし、小中連携の意義を再認識するとともに、管内教員の主体的な学びを促進

することに資する。

(ｵ) 賀茂地域教育振興センター駐在参事及び町担当指導主事、賀茂地域幼児教育アドバイザーによ

る教育の充実

ａ 賀茂地域教育振興センター駐在参事、町担当指導主事と賀茂地区担当幼児教育アドバイザー

及び下田市指導主事が域内の幼児教育施設、小中学校を訪問し、賀茂地区教員の資質の向上を

図る。

ｂ 賀茂地域教育振興センター駐在参事、町担当指導主事、下田市指導主事が独自の研修会等を

企画運営して、賀茂地区教員の資質の向上を図るとともに、賀茂地区市町教育委員会の連携の

充実を図る。賀茂地区校長会、賀茂教育研究会と連携し、賀茂地区教務主任研修会、賀茂地区

研修主任研修会、賀茂地区教科等リーダー研修会を実施している。また、センター主催の授業

づくり研修会（経験２～５年の教員対象）、賀茂地区市町合同初任者研修会、賀茂地区幼小接続

推進研修会を実施し、賀茂地区教員の資質向上に努める。

ｃ 賀茂地域教育振興センター駐在参事は、静東教育事務所地域支援課の業務に携わると同時に、

賀茂地区指導主事連絡協議会を実施して、指導主事としての力量を高めることに努める。

オ 命を守る教育の充実

命の重みを実感としてとらえることができる教育を推進する。市町教育委員会と連携し、自死事

案の防止に努める。

計 賀茂 田方 三島 東豆 駿東 沼津 富士 富士宮

令和４年度 56 ２ ８ ２ 10 22 ７ ２ ３

令和５年度

（７月末現在）
31 ２ ６ ２ ３ 10 １ ３ ４

① 訪問職員の支援内容や方

法(講演・講義・方法)が

適切であったか。

A B C＋D

令和４年度 88.5％ 10.7％ 0.8％

令和５年度(７月末現在) 88.4％ 11.1％ 0.5％

② これからの実践に役立つ

内容だったか。

A B C＋D

令和４年度 87.5％ 11.6％ 0.9％

令和５年度(７月末現在) 88.4％ 10.6％ 1.0％

令和３年度 令和４年度

学校等支援要請訪問数 87校 95校
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教育活動全体を通して、防災、防犯、事故防止等の安全教育に意図的に取り組み、子供自らが判

断し、行動する力の育成を推進する。危機に対する体制づくり・初期対応等について組織として対

応する危機管理体制を整備する。

カ 特別支援教育及び人権教育の充実

一人一人の力を最大限に伸ばすため、困っている子供に寄り添い、特別支援教育の視点に立った

授業づくり・学級づくりを進める。

互いの多様性を認め、「自分も他の人も大切」という子供の豊かな人権感覚を育む教育を推進する。

(ｱ) 指導訪問による複合的支援

特別研修を実施し、指導主事は担当する教科の指導に限らず、特別支援教育、生徒指導、人権

教育、道徳教育、キャリア教育等に関する内容も、指導訪問の際に学校を支援する。

(ｲ) 学校等支援研修による教職員の理解

新学習指導要領に関する内容や新教師用指導資料、道徳教育、人権教育等については、市町教

育委員会の要請に応じて、担当指導主事を積極的に派遣する。

(ｳ) 関係機関との連携による円滑な就学支援

就学支援が円滑に進められるよう、関係者、関係機関との連携を深め、厳正な資料作成を進め

る。

(ｴ) 新任特別支援学級担任、通級指導教室担当者及び外国人児童生徒担当者の研修を実施す

る。

(ｵ) スクールカウンセラーの活用とスクールソーシャルワーカーの活用促進

各学校でスクールカウンセラーが有効に活用されるよう、スクールカウンセラーに対する研修

や学校への支援に努める。また、緊急時には的確な情報収集に努め、必要に応じてスクールカウ

ンセラーを緊急派遣することで児童生徒の心のケアを行う。

スクールソーシャルワーカーの活動内容を教員に理解させることに努めるとともに、活用の促

進を図る。また、スクールソーシャルワーカー・スキルアップ研修会等を通して、教育分野に関

する知識に加え、社会福祉等の専門的な知識や技能を用いて、児童生徒がおかれた様々な環境へ

働きかけたり、関係諸機関等とのネットワークを生かしたりして、問題を抱える児童生徒に組織

的支援体制を構築する。

キ 評価と改善

【人事担当】

(ｱ) 子供が主体的に学ぶ授業づくりを推進できる教職員配置を工夫した。ここ数年、学校の核

となって授業づくりを推進する者の意図的配置を推進してきた結果、このことを意識した異動

が増加、定着してきている。また、教科リーダーや大学院派遣者等で活躍が期待できる人材を、

研究指定校を中心に積極的かつ意図的に配置した。加えて、ICT活用を柱とした授業づくりに向

スクールカウンセラー任用人数 スクールカウンセラー緊急派遣件数

令和４年度 75 人 令和４年度 12件

令和５年度 77 人 令和５年度（８月末現在） 2件

ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ 任用人数 配置市町等(配置人数)

令和４年度 32人 静東教育事務所管内全20市町に配置（１市町１人以上の配置）

スーパーバイザーを配置し、新規ＳＳＷをサポートする。令和５年度 32人
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け、ICTの活用指導力をもつ人材を計画的に異動し、研修主任の補佐役や授業実践力のある者を

配置して研修の浸透や継続を図る異動を行った。

(ｲ) 賀茂地域教育振興センター駐在参事、賀茂地区担当指導主事と共同設置指導主事が連携する

ことにより、訪問や研修会を通して授業改善が進んでいる。

(ｳ) 各学校の特別支援教育を推進するため、特別支援学級の経験のある教員や、特別支援学校を

経験した教員などを必要な学校に配置した。人材育成としては、特別支援学校へ新規交流者とし

て４人(R４は10人)配置している。また、平成27年度末から10年３校が10年３所属に変更とな

ったことから、若手人材を特別支援学級の担任として計画的に育成しようという動きにつながっ

ている。また、通級指導の充実のため、担当職員を計画的に育成するシステムを構築するための

人材を配した。

(ｴ) 市町教育委員会訪問や学校訪問を行うことによって、教職員の適性、経験年数、学習指導力、

生徒指導力等を考慮し、管内全体を見渡した意図的、計画的な人事配置ができ、その持ち味が

生きる組織づくりができている。また、これまで南駿・田方・東豆の５市３町と賀茂で行ってき

た人事交流会議を、令和元年度から全市町が参加する人事交流促進会議に拡大し、人事交流の一

層の促進を図ってきている。その結果、令和４年度末の人事異動で、19人の研修交流が成立し、

人事交流促進会議の成果が表れてきている。

(ｵ) 小中９年間を見通せる教職員を育てるための交流として、同一市町教育委員会内における異校

種への異動が意識的に行われている。特に、同一中学校区の小中の異動については、より深い児

童生徒理解と、中一ギャップの緩和につながっている。

(ｶ) 管理職の広域交流や小中交流を進めることにより、子供の学びを支える学校づくりを組

織的に推進できる管理職の配置に努めた。

(ｷ) 防災拠点づくりや人権教育の推進に関して経験豊富な力量ある教員を配置し、命を守る教

育の推進となるよう配慮した。また、生徒指導上の課題を抱える学校に、地域居住の教頭やベテ

ラン教諭を配置し、生徒指導主事、主任、学年主任等として活躍できるよう考慮した。

(ｸ) 残念ながら教職員の不祥事は根絶できていない。今後も、より一層、教職員一人一人に職務

上・身分上の義務を自覚させ、法令順守の徹底と教員としての使命感・倫理観を確立させること

が必要である。そのためにも、教育事務所から必要に応じて具体的な取組の支援をするとともに、

人権教育のより一層の推進と複数対応等の生徒指導機能の確立が肝要だと考え、訪問等において

推し進めている。また、報告・連絡・相談・指導を徹底し、ＰＤＣＡサイクルが機能する組織づ

くりや危機管理体制のあり方を見直すとともに新しいシステムの確立に努めることを最重要課題

として、より一層取り組んで行かなければならない。

【指導担当】

(ｹ) 指導訪問では、各学校が抱える課題への的確な対応のため、各学校の教頭、研修主任へ事前に数

回、連絡をし、授業や校内研修における課題把握に努め、その解決に向けての具体案をもって訪問

を行っている。

訪問時の管理職懇談でも、学校の様子だけでなく、校内研修の状況や不登校児童生徒の状況等生

徒指導に関わる話題などを意識した懇談を行い、より学校の状況に寄り添った指導訪問となるよう

努めている。また、市町教育委員会指導主事との連携を図り、訪問後も多角的な視点に立った学校

支援につながるように努めている。
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指導助言では、前年度の学校訪問後の取組や指導案集から前年度とのつながりを意識している。

この結果、訪問後に各学校から提出される「訪問振り返り」は、「自校の校内研修の活性化につな

がった」「教員個々の研修意欲が高まった」等の肯定的回答の割合が高くなっている。

各種研修会による教員の資質の向上については、国･県の施策を画一的・一律的に伝達指導するの

ではなく、参加者が学校に戻ってからすぐに着手できるような内容とした。事後のアンケートから

は、実践に活用できた、実践への意欲につながったとする回答が多く寄せられている。

研修会の目的を再検討し、時期や指導内容の精選化等を図ったことや、研修の質等を踏まえた上

で、可能なものはオンラインでの研修会を行ったことが効果をあげている。今後も研修の質を落と

さない中で、現場の教職員の負担軽減にもつながるよう工夫していきたい。

学校等支援研修においては、要請内容に応じた講義・演習を行っていった。アンケート結果から、

これからの実践に役立つ内容だった、参考になるという回答が数多く寄せられている。

(ｺ) 特別支援教育は特別な領域の教育活動ではなく、全ての子供たちのよさや可能性を育むための、

個に応じた教育であることを踏まえ、学校の教育活動全体に特別支援教育の考え方が行き渡る

よう指導訪問を展開している。ここには、豊かな人権感覚の涵養や道徳性の育成は不可欠である。

教育事務所指導主事は、指導訪問を中心とした指導業務において、授業を含めた全ての教育活動

を特別支援教育の視点から指導助言することに努めている。

(ｻ) 一部の市町においては一人が複数を担当するという状況はあるが、スクールソーシャルワーカー

の全市町配置が実現している。連携の専門家として市町の支援に当たる体制は整ってきている。た

だ、学校職員へのスクールソーシャルワーカーの役割の周知は、まだまだ十分であるとはいえない

ため、研修等の機会を捉えて活用方法等への理解を深めていく。また、スクールソーシャルワーカ

ーには、専門性を高めるための研修をさらに充実させていく必要がある。

スクールカウンセラーについては、小学校は中学校より配置時数が少ないが、スクールカウンセ

ラーによる相談件数は増加傾向にある。このことから学校規模別の適正な配置時数について検討し、

現在学校の規模別配置時数の見直しを引き続き行っていく。さらに、緊急時にスクールカウンセラ

ーを迅速に配置し、適切に支援できるように、「スクールカウンセラー緊急派遣マニュアル」を定

め、要請に応えている。

(ｼ) 市町教育委員会生徒指導担当者連絡会議では、静岡県弁護士会 本多孝士弁護士による講義「い

じめ（が疑われる）事態への適切な対処」と、石川令子スクールカウンセラースーパーバイザーに

よる講義「自傷行為等の理解と対応」を実施した。講義後、いじめの認知とその対応や、自傷行為

等に対する現状とこれからの対応、未然防止についてなどそれぞれの講義の内容について意見を出

し合い、各地区の市町教育委員会生徒指導担当による情報交換を行った。いじめ事案への組織的な

対応と積極的な指導の必要性や、自傷行為をしてしまう子供に対しての対応について、見識を広げ、

情報共有を図るという点で成果が見られた。

(ｽ) GIGAスクール構想により、各市町教育委員会では、授業における活用が進んでいる。昨年度「個

別最適な学びと協働的な学びの実現に向けたＩＣＴの活用（31の事例）」を作成し、静東管内各学

校へ周知を行っているが、今後は、ICTの特性を理解し、小中学校全ての教職員が一人一台端末を

授業の目的に合わせて効果的に活用できるようにすることが課題である。
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理科教育設備整備費等補助金 理科教育振興法

理科教育設備整備費等補助金交付要綱

へき地教育振興法

へき地児童生徒援助費等補助金交付要綱

学校教育法

学校保健安全法

学校給食法

被災児童生徒就学支援等交付金交付要綱

学校保健特別対策事業費補助金交付要綱

スクールソーシャルワーカー活用事業

外国人児童生徒相談員等派遣要項

教職員給与の管理 地方自治法（第180条の8、204条）

地方公務員法

教育公務員特例法（第13条）

義務教育費国庫負担法

市町村立学校職員給与負担法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第42条）

職員の給与に関する条例

職員の給与に関する規則

静岡県教職員の給与に関する条例

教職員の資質向上 教育基本法（第９条）

教育公務員特例法（第21条、第22条、第23条、第24条）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第21条第8号）

教員研修事業費等補助金交付要綱

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

静岡県市町立学校教職員定数条例

教職員の人事管理 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第21条第3号）

学校管理体制の確立 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第33条）

学校教育法

学校教育法施行規則

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第48条）

静岡県教育委員会組織規則

事　業　の　根　拠　法　令　調

事　　業　　名 根　　　拠　　　法　　　令

へき地児童生徒援助費等補助金

特別支援教育就学奨励費負担金 特別支援教育就学奨励費負担金及び要保護児童生徒援助費補助金交付要綱

及び要保護児童生徒援助費補助金

被災児童生徒就学支援等事業交付金

学校保健特別対策事業費補助金

スクールカウンセラー活用事業 スクールカウンセラー等活用事業実施要領

公立の小学校及び中学校等における会計年度任用職員任用等取扱要綱

スクールカウンセラー等の緊急対応における勤務時間等取扱要綱

スクールソーシャルワーカー活用事業実施要領

公立の小学校及び中学校等における会計年度任用職員任用等取扱要綱

外国人児童生徒トータルサポート事業 外国人児童生徒トータルサポート事業における外国人児童生徒相談員、

外国人児童生徒専門員派遣要項

公立の小学校及び中学校等における会計年度任用職員任用等取扱要綱

幼稚園新規採用教員研修 幼稚園等初任者研修実施要項

公立の小学校及び中学校等における会計年度任用職員任用等取扱要綱

小学校、中学校の教職員定数

学校訪問による教育指導
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 （令和５年７月31日現在）

 総務課  地域支援課 計

職 員 （ 事 ） 8 23 31 

職 員 （ 技 ）

計 8 23 31 

会計年度任用職員 6 1 7 

臨 時 的 任 用 職 員

計 6 1 7 

14 24 38 

※

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 職  員  配  置  調

区　　　　　分

所 在 地

担 当 区 域

合計

所長及び次長兼総務課長は総務課、副所長兼地域支援課長は地域支援課へ含む。

配

置

職

員
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　　（令和５年７月31日現在）

枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額

レターパック
（３７０円） 0 0 260 96,200 142 52,540 118 43,660 180 66,600 223 82,510 75 27,750 

地教委・
学校等
連絡用

レターパック
（５２０円） 0 0 10 5,200 3 1,560 7 3,640 10 5,200 4 2,080 13 6,760 

地教委・
学校等
連絡用

計 0 101,400 54,100 47,300 71,800 84,590 34,510 

計 22,140.625 0 13,101.563 9,039.063 0 6,093.750 2,945.313 

預   金 　調
　　（令和５年７月31日現在）

金融機関名 預金種類 口座番号 口 座 名 義 人 残高　円 摘 要

スルガ銀行
本店営業部

無利息型
普通預金

2322665  静東教育事務所 資金前渡者　室伏　伸明 0 給与法定外控除用　

スルガ銀行
本店営業部

無利息型
普通預金

2322664
(自振口）
 静東教育事務所 資金前渡者　室伏　伸明

0 公共料金等振替用

残　　高　　合　　計 0 

郵券等受払調

（単位：枚、円）

令和４年度 令和５年度

繰　　越 受　　入 払　　出 繰　　越 受　　入 払　　出 差引現在高区　分 種　類 摘要

郵券

有料道路
回数券等

伊豆中央道
修善寺道路 218 22,140.625 0 0 129 13,101.563 89 9,039.063 0 0 60 6,093.750 29 2,945.313 

公用車
出張用
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委託料等歳出予算執行状況節別集計表

節 名 会 計 款 項 目

執 行 済 額 （円）

令和３年度 令和４年度

左のうち、３年度

からの繰越額分

(12)

委 託 料

計 0 0 0

(14)

工 事

請 負 費

計 0 0 0

(16)

公有財産

購 入 費

計 0 0 0

(17)

備 品

購 入 費

計 129,789 0 0

(18)

負担金、

補助及

び交付金

計 0 0 0

(21)

補償、補填

及び賠償

金

計 0 0 0
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委託料等歳出予算執行状況節別集計表

（令和５年 ７月 31日現在）

節 名 会 計 款 項 目
執 行 済 額 （円）

うち、４年度からの繰越額分

(12)

委 託 料

計 0 0

(14)

工 事

請 負 費

計 0 0

(16)

公有財産

購 入 費

計 0 0

(17)

備 品

購 入 費

計 0 0

(18)

負担金、

補助及

び交付金

計 0 0

(21)

補償、補填

及び賠償

金

計 0 0
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 電子複写機
 の賃貸借
（契約日）

 電子複写機
 の賃貸借
（契約日）

事務機器等の債務負担行為又は長期継続契約に係る調
（令和５年度）

（令和５年７月31日現在）

（ 契 約 額 の 年 度 別 内 訳 ）

平成 令和 令和 令和 令和 令和
31 2 3 4 5 6
年度 年度 年度 年度 年度 年度

円 円 円 円 円 円 円

平成31年４月１日

円 円 円 円 円 円 円

令和２年４月１日

区　分   事業名又 内　　容 契約額
  は契約名

電子複写機
賃貸借契約

0 0 0 0 0 0

電子複写機
賃貸借契約

0 0 0 0 0 0

長期継続
契 約
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大・中 小

円

１ １－４ 移動書庫
コクヨ
Ａ４　単式２台　複式３台

通年使用
公文書保存に使用

平成６年４月 1,312,608 

２ １－99
その他の庁
用器具

小松ウォール
スチールパーテーション
マイティ７０

通年使用
会議・研修等に使用

平成31年３月 421,200 

３ １－７ 裁断機 ライオン　７０１Ｎ
週１回（年間50日）
印刷書類断裁に使用

平成元年２月 284,000 

４ ２－１
レーザープ
リンター

ゼロックス
DocuPrint5100d

通年使用
文書印刷に使用

平成28年３月 248,400 

５ ３－３
モバイルプ
ロジェクター

エプソン
EB-1776W

週１回（年間50日）
学校訪問・会議に使用

平成28年３月 231,120 

主　  要  　備 　 品  　調

（令和５年７月31日現在）

区　　　　　分
整理
番号

品名・規格 利用状況 購入年月 購入金額

24



公務中の事故等に関する調

１ 現金、財産及び占有動産の亡失・損傷事故

なし

２ 公務災害（通勤災害を含む。）

３ 公務中における交通事故

(1) 発生状況

(2) 監査対象期間中の事故

なし

４ その他

なし

番
号
受傷
年月日

職名
認定
年月日

治癒
年月日

事故等の概要とその後の状況

１ 該当無し

区 分 件 数

事故の内訳

加害事故

（過失割合

50％超）

被害事故

（過失割合

50％以下）

その他

(過失割合が不

明なもの等)

令和２年度 ０ ０ ０ ０

令和３年度 ０ ０ ０ ０

令和４年度 ０ ０ ０ ０

令和５年度 ０ ０ ０ ０
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前回の監査結果等改善状況調

１ 定 期 監 査

前 回 監 査 令和４年11月15日

前回監査対象期間 令和３年８月１日～令和４年７月31日

２ 随 時 監 査

前 回 監 査 令和２年８月25日

３ 臨 時 監 査

前 回 監 査 年 月 日

区 分 改 善 状 況

１ 指 摘
該当なし

２ 注 意
該当なし

３ 意 見
該当なし

４ 指 導
該当なし

区 分 改 善 状 況

１ 指 摘
該当なし

２ 注 意
該当なし

３ 意 見
該当なし

４ 指 導

該当なし

区 分 改 善 状 況

１ 指 摘

２ 注 意

３ 意 見

４ 指 導
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（令和５年７月31日現在)

整理
番号
職　　　　　名 氏 名 事　務　分　担 住　所 勤務年数 摘　要

　　年　　月

□.□

2 副所長兼地域支援課長 渡 邉 晃 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

3 次長兼総務課長 嶋 津 文 則 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

4
総務課総務班
総務班長

鈴 木 寛 総務班総括 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

5 主査 鍵 山 浩 二 補助金、義務教育給与費 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

6 〃 池 野 利 幸 補助金、義務教育給与費 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

7 〃 佐 藤 千 晃 補助金、義務教育給与費 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

8 主任 井 口 友 貴 補助金、義務教育給与費 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

9 〃 寺 井 淳 介 補助金、義務教育給与費 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

10
地域支援課
　人事監

野 口 基 人事担当総括 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

11 参事 石 原 克 己 人事（沼津・田方地区） □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

12 〃 和泉 多恵子 人事（富士・富士宮地区） □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

13 〃 宮 原 真 紀 人事（駿東・三島地区） □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

14 〃 岩 垣 俊 哉 人事（賀茂・東豆地区） □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

15 教育主幹 磯 部 広 人事担当　教職員定数・研修 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

16 教育主査 吉 田 和 弘 人事担当　教職員定数・研修 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

17 主査 内 田 良 太 人事担当　人事給与 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

18 主任 小 野 直 紀 人事担当　人事給与 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

19 指導監 羽 田 稔 彦 指導担当総括 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

20 参事 佐 藤 弘 明 図工・美術・総合・幼稚園 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

21 〃 小 松 孝 洋 生活・総合 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

22 〃 土 屋 一 巳 総合・幼稚園 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

23 　教育主幹 原 田 栄 実 家庭・特別支援 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

24 　教育主査 小 林 藍 子 音楽・道徳 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

25 〃 本 部 康 司 技術・道徳 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

26 〃 吉 田 篤 史 理科・特別活動 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

27 〃 長 島 範 勝 体育・特別活動 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

28 〃 青 木 崇 人 国語 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

29 〃 山 路 崇 仁 社会・特別支援 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

30 〃 北見 あさみ 外国語・外国語活動 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

31 〃 大 村 竜 一 算数・数学 □□□ □.□
□□□
□□□□□□□

　　平均年数 □.□

職　　　員　　　調

1 所長 室 伏 伸 明 □□□
□□□
□□□□□□□
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整理
番号
職　　　　　　　名 氏 名 事　務　分　担 住　所 勤務年数 摘　要

　　年　　月

□.□

2 〃 林 和 代 事務補助 □□□ □.□

3 〃 髙 嶋 麻 子 事務補助 □□□ □.□

4 〃 西 田 昭 子 ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁ □□□ □.□

5 〃 松 本 弘 美 ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ ｽﾀｯﾌ □□□ □.□

6 〃 杉 山 悠 人 ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ ｽﾀｯﾌ □□□ □.□

7 〃 杉 山 貴 彦 ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ ｽﾀｯﾌ □□□ □.□

会計年度任用職員

1 会計年度任用職員 村 上 幸 代 事務補助 □□□

28



0 人

0

5

14

7

5

0

31

      職  員  の  年  齢  調

（令和５年７月31日現在）

 年             齢  人   員 摘             要

２０歳未満

２０歳以上３０歳未満

３０歳以上４０歳未満

４０歳以上５０歳未満

５０歳以上５６歳未満

５６歳以上６１歳未満

６１歳以上

 計 平均年齢 46.8歳
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１　令和４年度受診状況

  (1) 未受診の理由

該当なし

Ａ 0 人

6 　　ア　産休・育休 　　　0人

(6) 　　イ　新規採用 　　　0人

8 　　ウ　自己都合による未受診

(8) 　　　0人

17 　　エ　その他 　　　0人

(17)

31 

(31)

0 

0 

31 

(31)

 健   康   管   理

区 分 内 容

受診者数  31 人

職 員 数  31 人

受 診 率 100.0 %

県 平 均 受 診 率 100.0 %

２　令和５年度在籍者の健康管理区分結果

健　康　管　理　区　分 人　数   (1) 管理区分Ａ～Ｃ２該当者

休養のため必要な期間、勤務を休止させ
る。

 　　に対する措置状況

受 診 状 況

Ｂ１ 勤務時間を短縮し、時間外、休日、宿
日直勤務及び長期又は遠方への出張を
さける。また、必要に応じ勤務場所、
勤務内容の変更を行う。

要治療 0 人
該当なし

Ｂ２ 要経過観察 0 人

Ｃ１ 勤務をほぼ平常に行ってよいが症状に
よっては、時間外、休日、宿日直勤務
及び長期又は遠方への出張等勤務に制
限を加える必要がある。

要治療 0 人

Ｃ２ 要経過観察 0 人   (2) 未区分の理由

Ｄ１ 要治療 人

Ｄ２ 平常の勤務でよい。 要経過観察 人

Ｄ３ 医療不要 人

区分者計 人

未区分者数 人

合　　　計 人
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